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件（Sherbert テスト）を満たせば、違憲の瑕披のない法による義務であっ
ても、宗教的義務を優先させ法義務免除を認める判断を下している。Sher-
bert 判決は1990年の Smith 判決によって事実上覆されたが、その後連邦、
州の各議会により、Sherbert テストを事実上復活させる立法がなされ、現
在は連邦、 州政府それぞれの RFRA （Religious Freedom Restoration Act） 
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2 　「平等な自由」論と宗教行為の自由
　Christopher L. Eisgruber と Lawrence G. Sager の一連の共著（以下、






























　Eisgruber & Sager が「平等な自由」論の原型というべきモデルを示した



































　このように Eisgruber & Sager は宗教の価値に基づく特権付与を批判す
るとともに、Smith 判決
（14）
で Sherbert 判決が事実上覆される前から Sherbert
テストは宗教行為の自由一般に適用可能な基準としては事実上機能していな
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のか
（36）









































ようなインパクトを持つのであろうか。そもそも Eisgruber & Sager が宗
教条項を「平等」の観点から分析しようとした最初の試みである The Vuln-


























































ある。そこで本稿の残りの部分では、Eisgruber & Sager に対する批判を概





























いとの批判を受けるのである。本稿では McConnell と Koppelman による
批判を取り上げ、「平等な自由」論の問題点を検討する。
　⑴ McConnell による批判






　第一に、McConnell によれば、Eisgruber & Sager はアメリカ合衆国の
憲法の下では宗教は最初から不利な立場に置かれている点を見落としてい
る。法義務免除が（有神論的な）宗教にのみ認められる場合、その宗教は一





















































　このように、McConnell は Eisgruber & Sager の理論がその内部に矛盾
を抱え込んでいると指摘する。「平等な自由」論はアコモデーションを行う






























































































　そして Koppelman は、「平等な自由」論に関しても、Dworkin に対す
るのと同様の批判が当てはまるという。Koppelman は平等な自由論に関し
て、「Dworkin が暗黙のうちに芸術が高尚であるという見地に依っているの
と同じように、Eisgruber & Sager も暗黙のうちに宗教が高尚であるという
見地に依っている」ことを指摘し、その標榜する「平等」を実現できてい




Koppelman は、「Eisgruber & Sager は〔宗教に代わる〕彼ら独自の特別
4 4 4 4 4 4 4
な階層を有しているに過ぎない




」と指摘し、Eisgruber & Sager の「平等な自由」論が必ずしも
「平等」なものでないと主張する。











































何が問題となるのかは Eisgruber & Sager の議論からは明らかではなく、
平等な自由論はその実質を欠くこととなる。Koppelman は、結局「不公正
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のもとでの「保護」と「特権」の区分を明確に示しえなかった点にその理由
があるものと考えられる。















世俗的良心保護の問題に光を当てた Eisgruber & Sager の功績は大きい。
彼らの議論に触発され、世俗的良心に保護を広げることの賛否をめぐって多
くの論文が出されてきた。自らも Eisgruber & Sager とは異なる宗教条項
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する免除規定を違憲と主張した Harlan 判事の結論同意意見に着目して次の














4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と同程度の熱心さ
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的な議論を概観しつつ、幾人かの論者の定義について検討する。














































































　③ Sandel と Frankfurt の「良心」








































man は、Sandel が定義する「良心」という語は、Sandel の言うところの内
的な心理状態による特定の行為の強制を指す語としては過小包摂であるとい
う。
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値の拠り所











　Koppelman が着目するのは①である。彼は、①の条件が Harlan の言う
「熱心さ」を有していないような信念への保護を説明しうるという。ここで




。Seeger 判決および Welsh 判決が
徴兵拒否の主張が良心的な特質を持っていたことに着目しているのは明ら







































　Koppelman は、Eisgruber & Sager の「平等な自由」論が事実上「特権
化」している「深いコミットメント」は、包括的な「宗教」概念を説明す





　もちろん Koppelman と Eisgruber & Sager の間には決定的な違いがあ
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　では、Koppelman は包括的な「宗教」についてどのような定義をするの
か。彼は、より広範で、なおかつ中立、公正な形で宗教を選び出す際の外形
































































































　このように述べた上で、Flanders は、Koppelman の理論を Seeger 判
決同様、有用な宗教の定義を行ったものと評する。Flanders によれば、
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Nussbaum は Koppelman の「宗教」概念が少数派の宗教を包括し得ないと
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保護することはできないとの前提をとりながら、可能な限り中立性、公正さ
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5 　むすびに
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